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(百万円未満切捨て)

１．2025年12月期第１四半期の業績（2025年１月１日～2025年３月31日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年12月期第１四半期 7,501 19.6 526 18.3 529 16.8 359 18.8

2024年12月期第１四半期 6,272 △1.5 445 △29.1 453 △29.3 302 △30.1

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年12月期第１四半期 11.25 －

2024年12月期第１四半期 9.62 －

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年12月期第１四半期 22,575 9,820 43.5

2024年12月期 24,071 10,545 43.8
(参考) 自己資本 2025年12月期第１四半期 9,820百万円 2024年12月期 10,545百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年12月期 － 0.00 － 34.00 34.00

2025年12月期 －

2025年12月期(予想) 0.00 － 35.00 35.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無

３．2025年12月期の業績予想（2025年１月１日～2025年12月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 15,579 18.8 1,091 28.5 1,114 28.3 752 29.7 23.95

通期 34,360 13.5 3,004 16.7 3,062 17.6 2,067 12.4 65.80

(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年12月期１Ｑ 34,760,000株 2024年12月期 34,760,000株

② 期末自己株式数 2025年12月期１Ｑ 2,859,971株 2024年12月期 2,851,871株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年12月期１Ｑ 31,905,183株 2024年12月期１Ｑ 31,408,129株

※ 添付される四半期財務諸表に対する公認会計士又は監査
法人によるレビュー

： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用
にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）業績予想
などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期累計期間（2025年１月１日から３月31日まで）におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や政

策効果を背景に、緩やかな回復基調が続いています。一方で、物価上昇の継続が消費者マインドに影響を与えてお

り、米国の通商政策や金融市場の変動も、景気の下振れリスクとなっています。

当社が属する住宅・建築業界においては、2022年に公布された「脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネ

ルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律」に基づき、2025年４月から新築されるほぼすべての

住宅・建築物において、省エネルギー基準への適合が義務化されました。この省エネルギー基準は、断熱性能を示

す「外皮性能」と、エネルギー消費量を示す「一次エネルギー消費性能」という２つの指標で構成されており、現

行基準は断熱等性能等級「４」に対応しています。

国は2030年までに、この基準を現在普及が進んでいるZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）水準、すなわち

等級「５」へ引き上げる方針を示しており、さらにGX（グリーントランスフォーメーション）志向型住宅に対応す

る等級「６」への移行も進められています。こうした背景から、等級「４」はすでに過去の基準となりつつありま

す。一方で、義務化の流れを受けて、断熱性や気密性の向上が住まいの健康性や建物の長寿命化に寄与するという

認識も、一般消費者の間で徐々に広まりつつあります。

このような中、住宅業界を取り巻く事業環境では、新設住宅着工戸数が減少傾向にあるものの、GX志向型住宅を

対象とした補助制度の創設により、省エネルギー性能の高い住宅への関心は一層高まりを見せています。さらに、

非住宅分野では、情報化関連を中心とした企業の設備投資が拡大しており、長期的な「合理化・省力化」を目的と

する投資も増加傾向にあります。こうした動向を背景に、首都圏を中心とした都市再開発も加速しており、高層マ

ンションや複合商業施設などの建設が進行しています。これらのプロジェクトにおいては、高い環境性能や快適性

の確保が一層重視される傾向にあります。

また、1980〜1990年代に建築された建物の老朽化に伴い、防水改修工事の需要も増加しています。防水層の寿命

は一般に20～30年とされており、寿命を超過した建物では雨漏りや劣化が進行し、改修の必要性が高まっていま

す。さらに、法規制の強化や気候変動への対応といった社会的要請も、需要を後押ししています。当社では、防水

施工に断熱・遮熱機能を加えた複合的なソリューションを提供することで、快適性および省エネルギー性の向上を

図り、他社との差別化を推進しています。

こうした断熱・防水分野に対する市場からの期待が高まるなか、当社は、高い断熱性能および気密性を実現する

「アクアフォームシリーズ」、ならびに超速硬化型防水材「アクアハジクン」の製品競争力と、全国に展開する施

工ネットワークという強みを活かし、各部門において積極的な受注活動を展開いたしました。

戸建部門におきましては、「気密なき断熱は無力なり」というキーワードを掲げ、断熱施工に気密測定サービス

を組み合わせることで差別化を図り、施工棟数の増加を通じた市場シェアの拡大に努めました。その結果、広域展

開する大手ビルダーからの受注が拡大したほか、昨秋より取引を開始した新規大口顧客からの施工案件もフルに寄

与いたしました。また、４号特例（小規模建築物に対する建築審査の簡略化）の縮小に伴う駆け込み需要の追い風

も受け、当社の施工棟数は前年同期比21.8％増加し、同部門の売上高は3,669百万円となりました。

建築物部門におきましては、半導体工場やデータセンターのほか、商業施設や高層マンションなどの新設案件を

順調に獲得しました。一方で、建設費の高騰や資材価格の変動により、一部案件では設計変更や着工判断の遅れが

生じ、施工数量に影響を及ぼしました。当期は、受注から施工へのスムーズな移行を図る体制づくりを進める転換

期と位置づけており、より確実性の高い案件の選定と、現場対応力の強化を目的として建築工事管理部を新設いた

しました。施工単価は、同部門による追加工事の獲得や仕様変更への柔軟な対応により堅調に推移し、収益性の向

上に寄与しています。これにより、同部門の売上高は2,362百万円となりました。

その他の事業におきましては、防水部門の売上高が159百万円、原料販売が394百万円、副資材・機械等を含むそ

の他部門の売上高が916百万円となりました。
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（単位：百万円、％）

第21期

第１四半期累計期間

第22期

第１四半期累計期間
増減額 増減比

戸建部門 2,985 3,669 +683 +22.9

建築物部門 1,929 2,362 +432 +22.4

防水部門 136 159 +22 +16.8

原料販売 414 394 △19 △4.7

その他部門 807 916 +109 +13.5

売上高合計 6,272 7,501 +1,229 +19.6

この結果、当第１四半期累計期間の売上高は7,501百万円（前年同期比19.6％増）となりました。売上総利益は

1,634百万円、売上総利益率は21.8％となりました。営業利益は526百万円（同18.3％増）で、営業利益率は7.0％

と前年同期比で0.8ポイント低下しました。これは、戸建部門におけるシェア拡大施策に伴う市場環境を考慮した

価格戦略や、建築物部門におけるセールスミックスの変化による売上総利益率の低下が影響したものの、販売費及

び一般管理費を抑制し、販管費比率を14.8％（同1.2ポイント改善）に抑えたことによるものです。販売費及び一

般管理費は1,107百万円で、その主な内訳は人件費574百万円、実習生管理費137百万円となっております。また、

経常利益は529百万円（同16.8％増）、四半期純利益は359百万円（同18.8％増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

(総資産)

当第１四半期会計期間末における総資産は22,575百万円（前事業年度末比6.2％減）となり、前事業年度末に比べ

1,496百万円の減少となりました。

(流動資産)

当第１四半期会計期間末における流動資産は17,379百万円（前事業年度末比7.7％減）となり、前事業年度末に比

べ1,440百万円の減少となりました。これは主として未収入金939百万円、受取手形、売掛金及び契約資産930百万

円、電子記録債権35百万円が回収により減少したことに対し、現金及び預金が196百万円、棚卸資産が285百万円増

加したことなどによるものであります。

(固定資産)

当第１四半期会計期間末における固定資産は5,195百万円（前事業年度末比1.1％減）となり、前事業年度末に比

べ、56百万円の減少となりました。これは主として減価償却により資産が55百万円減少したことなどによるもので

あります。

(負債合計)

当第１四半期会計期間末における負債合計は12,755百万円（前事業年度末比5.7％減）となり、前事業年度末に比

べ770百万円の減少となりました。

(流動負債)

当第１四半期会計期間末における流動負債は12,653百万円（前事業年度末比5.7％減）となり、前事業年度末に比

べ762百万円の減少となりました。これは主として買掛金が947百万円減少、未払法人税等が87百万円減少、その他

に含まれる未払金及び未払費用が288百万円減少したことに対し、短期借入金が400百万円増加、賞与引当金が93百

万円増加したことなどによるものであります。

(固定負債)

当第１四半期会計期間末における固定負債は102百万円（前事業年度末比7.1％減）となり、前事業年度末に比べ7

百万円の減少となりました。これは主としてリース債務が3百万円減少したことなどによるものであります。

(純資産)

当第１四半期会計期間末における純資産は9,820百万円（前事業年度末比6.9％減）となり、前事業年度末に比べ

725百万円の減少となりました。これは主として四半期純利益が359百万円となったことに対し、配当の支払いによ

り利益剰余金が1,084百万円減少したことなどによるものであります。
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(自己資本比率)

当第１四半期会計期間末における自己資本比率は、43.5％（前事業年度末比0.3％減）となりました。

(研究開発活動)

当第１四半期会計期間における当社が支出した研究開発費の総額は、６百万円であります。なお当第１四半期会

計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

足元の景気回復の動きに加え、住宅・建築物に関する法制度の改正、省エネルギー対策を支援する補助金・優遇

税制・低金利融資などの各種施策により、断熱材に対する需要の高まりが見込まれます。当社は、持続的な成長の

実現に向け、以下の取り組みを推進しております。

１．全社的な取り組みについて

① 中期経営計画について

当社は、2024年２月14日に、2024年度から2026年度を対象とする中期経営計画「3 Pillars of Stability（安定

した3本柱）」を策定し、持続可能な成長率10％、営業利益率10％、ROE20％、配当性向50％を経営指標として掲げ

ております。さらに、2024年11月８日には、安定的な配当（維持・増配）の実現を目的として累進配当制度を導入

しました。その後、2025年２月７日に同計画の業績目標を見直し、2026年12月期の売上高目標を37,000百万円、経

常利益目標を3,405百万円と再設定いたしました。

なお、本見通しに関する記述は、現時点で入手可能な情報に基づき、当社経営陣の判断により作成しております

が、今後の事業環境や市場動向等により、実際の業績と異なる可能性があることにご留意ください。潜在的なリス

クや不確定要因の詳細は、有価証券報告書の「第2 事業の状況 3. 事業等のリスク」に記載しております。

② サステナビリティへの取り組み

当社は、経営理念である「人と地球にやさしい住環境を創ることで社会に貢献」のもと、「アクアフォームシリ

ーズ」を通じた住宅・建築物のCO ₂ 排出量削減や、ウレタン断熱材のリサイクル推進などを通じて、持続可能な社

会の実現に寄与してまいります。

③ 施工人員の増加と強固な施工体制の構築

持続的な成長と競争力維持に向けては、高品質な施工を担う人材の確保・育成が重要であるとの認識のもと、人

的資本への投資を進めております。具体的には、施工人員のライフワークバランス向上に向けた土日休み制度の導

入、給与体系や手当の見直しによる処遇改善、営業所・倉庫の新設による職住近接の推進など、働きやすい職場環

境の整備を図っております。また、マネジメント・スペシャリスト・独立志向など多様なキャリアパスの構築、専

門部署による研修や安全大会の実施、安全管理体制の徹底、技能実習生の受け入れ強化など、施工人材の質・量両

面での強化に取り組んでおります。

④ プライム市場上場維持及び資本コストや株価を意識した経営の実現について

当社は、2021年12月20日付で「新市場区分における上場維持基準の適合に向けた計画書」を、2024年３月14日付

で「同計画に基づく進捗状況および計画期間の更新」を開示し、2025年３月12日付で、株式会社東京証券取引所よ

り2024年12月末時点でプライム市場の上場維持基準に適合している旨の通知を受けております。今後も株式市場に

おける適正な評価の獲得と株式の流動性向上に努めるとともに、資本コストの定期的な把握、市場評価の分析、株

主・投資家との対話を通じて得られた意見を経営陣および取締役会に適切にフィードバックし、企業価値の向上に

努めてまいります。

２．2025年12月期業績予想について

2025年２月７日に公表した2025年12月期の業績予想につきましては、現時点で変更はございません。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2024年12月31日)

当第１四半期会計期間
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,263,300 2,459,798

受取手形、売掛金及び契約資産 8,117,202 7,186,658

電子記録債権 1,142,650 1,107,441

棚卸資産 2,222,056 2,507,424

未収入金 4,853,360 3,914,019

その他 221,324 204,192

流動資産合計 18,819,894 17,379,533

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,330,422 2,298,282

土地 1,680,298 1,680,298

その他（純額） 260,404 245,465

有形固定資産合計 4,271,125 4,224,046

無形固定資産

借地権 15,000 15,000

その他 64,868 58,701

無形固定資産合計 79,868 73,701

投資その他の資産

関係会社長期貸付金 37,004 40,498

その他 864,420 858,120

貸倒引当金 △470 △470

投資その他の資産合計 900,953 898,147

固定資産合計 5,251,947 5,195,895

資産合計 24,071,841 22,575,429



株式会社日本アクア(1429) 2025年12月期 第１四半期決算短信

6

(単位：千円)

前事業年度
(2024年12月31日)

当第１四半期会計期間
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 7,556,639 6,608,850

短期借入金 4,500,000 4,900,000

リース債務 13,497 13,330

未払法人税等 292,298 204,787

賞与引当金 33,297 126,490

その他の引当金 － 37,500

その他 1,020,254 762,194

流動負債合計 13,415,988 12,653,153

固定負債

リース債務 12,676 9,450

資産除去債務 40,005 40,064

その他 57,257 52,640

固定負債合計 109,939 102,154

負債合計 13,525,927 12,755,308

純資産の部

株主資本

資本金 1,903,649 1,903,649

資本剰余金 2,015,375 2,015,375

利益剰余金 8,357,887 7,632,226

自己株式 △1,731,568 △1,731,568

株主資本合計 10,545,343 9,819,682

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 570 438

評価・換算差額等合計 570 438

純資産合計 10,545,914 9,820,121

負債純資産合計 24,071,841 22,575,429
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年３月31日)

売上高 6,272,648 7,501,853

売上原価 4,825,401 5,867,659

売上総利益 1,447,246 1,634,193

販売費及び一般管理費 1,002,037 1,107,622

営業利益 445,209 526,570

営業外収益

受取利息 6,801 13,233

受取保険金 425 1,024

その他 4,281 5,667

営業外収益合計 11,509 19,925

営業外費用

支払利息 3,028 10,145

その他 83 6,448

営業外費用合計 3,111 16,593

経常利益 453,607 529,901

特別利益

固定資産売却益 2,128 4,152

特別利益合計 2,128 4,152

特別損失

固定資産除却損 6,214 295

特別損失合計 6,214 295

税引前四半期純利益 449,521 533,758

法人税、住民税及び事業税 92,050 190,136

法人税等調整額 55,168 △15,592

法人税等合計 147,219 174,543

四半期純利益 302,301 359,215
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等の注記）

当社の事業は、熱絶縁工事業及び付帯業務の単一事業であり、開示対象となるセグメントがないため、記載を省

略しております。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は次のとおりであります。

前第１四半期累計期間
（自 2024年１月１日
至 2024年３月31日）

当第１四半期累計期間
（自 2025年１月１日
至 2025年３月31日）

減価償却費 60,681千円 55,128千円

（追加情報）

該当事項はありません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。


